
- 1 -

別紙１

仕 様 書

第 １ 章 総則

第１条 業務の名称

令和３年度作付確認調査に係るドローン空撮及びＡＩ作物判別業務委託

第２条 業務の目的

本業務は、水田に作付された作物をドローンにより空撮し、その画像を使ってＡＩで水稲

であるか否かの判別を行い、農業者から提出された営農計画書に記載された作物と突合・確

認することにより、水田活用の直接支払交付金の早期支払を図ることを目的とする。

第３条 関係法令

本業務は、本仕様書のほか、下記法令を遵守するものとする。

(1) 航空法

(2) 小型無人機等飛行禁止法

(3) 電波法

(4) 民法

(5) 個人情報保護法

(6) その他関係法令

第４条 履行期間

契約締結日から令和４年２月28日まで

第５条 対象地区

本業務の対象となる地区は、下記のとおりとする。

第６条 業務の内容・方法等

(1) 主な工程

① 業務打合せ・事前調査

② 空撮計画書作成・提出

③ 所管航空局への個別飛行許可申請等（必要に応じて）

地区名 沖水地区

所在地 都城市高木町、太郎坊町、金田町、吉尾町、都北町

水田面積 約635ha

地区名 庄内地区

所在地 都城市庄内町、関之尾町、菓子野町、乙房町

水田面積 約570ha
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④ 空撮実施

⑤ 画像読込

⑥ システム上でのデータ可視化

⑦ ＡＩによる作物（水稲）判別

⑧ 報告書作成

(2) 実施方法

① ドローン撮影

ア 発注者の指示に基づき、空撮実施に支障がないかどうか検証し、諸元を整理する。

イ 監督員と協議の上、空撮計画書を作成し、当該飛行ルートに基づき空撮を実施す

る。

ウ 空撮は、ドローンパイロット及び飛行監視員で行う。

エ 空撮後は日報を作成し、監督員に提出する。

オ 原則、一団の水田を固定翼型ドローンで空撮するものとするが、山林や宅地、高

速道路等付近で飛行に制限がある区域は、回転翼型ドローンで空撮するものとする。

カ ドローンは以下の性能を有するものとする。

・ＧＰＳによる自動飛行ができること

・４Ｋカメラ以上での空撮ができること

・固定翼型ドローンは連続１時間程度の飛行が可能で、１回の飛行で300ヘクタール

程度の撮影能力を有すること

・回転翼型ドローンは連続15分程度の飛行が可能で、１回の飛行で20ヘクタール程

度の撮影能力を有すること

② システムでのデータ可視化

ア ドローンで空撮した画像のオルソ補正を行う。

イ 水田台帳のＳｈｐファイルを取り込む。

ウ システムの提供によって、空撮画像と営農計画書記載の作付情報を可視化、突合、

確認できるようにする。

③ AI解析とデータ出力

ア 空撮された水稲圃場の画像からシステムにて「水稲であるか否か」を判定する。

イ システム上にてＡＩ判別した結果をＣＳＶデータとして出力するものとする。

ウ 先行自治体と同品目のＡＩ判別については、先行自治体の初年度の判別精度を確

保するものとし、他に先行事例のない品目については、既存データや担当職員の知

識を学習させることにより、判別精度の向上を図るものとする。

(3) 必要資格等

① 第三級陸上特殊無線技士（総務省）

② 各団体が証明するドローン操縦に関する資格で、下記に示すいずれかのもの

ア 無人航空機操縦技能証明及び安全運航管理者証明（一般社団法人日本ＵＡＳ産業

振興協議会）

イ ドローン操縦士回転翼３級（一般社団法人ドローン操縦士協会）

ウ その他、発注者が認めるもの

(4) 業務実施上の注意事項
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① 空撮時期については、受注者と発注者で協議するものとする。

② 家屋密集地域、高速道路、防衛施設等の飛行禁止区域の上空を飛行しないものとす

る。

③ 休日及び夜間については、原則、空撮を行わないものとする。

④ 賠償責任保険に加入していること。

⑤ 撮影に使用する機材、資材は受注者の負担とする。

第７条 担当部署

(1) 業務担当

都城市農政部農産園芸課農産担当 電話 (0986)23-2425

(2) 調整担当

都城市総合政策部デジタル統括課デジタルトランスフォーメーション担当

電話 (0986)23-2156

第８条 ドローンによる空撮計画について

受注者は、契約締結後30日以内に、下記事項を記載した空撮計画書を発注者に提出するも

のとする。なお、担当課による計画書の受領前にドローンによる空撮は行わないこととする。

(1) 業務概要

(2) 作業工程

(3) 現場組織票

(4) 安全管理

(5) 緊急連絡体制及び対応

(6) 使用機器

(7) その他

第９条 ドローン飛行時及び発着時の安全対策について

１ 本業務は、広域的な空撮を行うため、業務の実施にあたり、十分な資料収集を行い、業

務内容を踏まえた安全対策を実施すること。

２ 実施に先立ち作成される空撮計画書に安全対策を明記し、監督員に提出すること。

第10条 秘密の保持

受注者は、業務の実施に当たって、正当な理由なく、その業務に関して知りえた秘密を漏

らしてはならない。第４条の履行期間満了後も同様とする。

第11条 事故等報告について

ドローンの飛行による事故等が発生した場合は、関係機関に連絡し、発注者に報告するも

のとする。また、２次災害の発生を未然に防ぐものととする。

第12条 その他について

業務に要する交通費（受注者自身の移動に要するもの）は、本件業務の請負代金に含まれ
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るものとする。

第13条 協議事項

この仕様書に定めのない事項又は解釈に疑義を生じた事項については、受注者、都城市が

協議して定めるものとする。
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第 ２ 章 実施条件

第１条 実施条件の明示

本業務の実施にあたっての条件を以下に明示するので、受注者は、空撮計画書の作成時及

び空撮実施時においては、十分留意するものとする。なお、明示した実施条件に変更が生じ

た場合は、契約変更の対象とする。また、実施条件が当初の段階で想定できず、実施期間中

に発生した場合についても、発注者と受注者が協議し、契約変更の対象とする。

１ 工程関係

(1) 本業務の履行期間については、特段の変更予定はない。

(2) 実施時間は、午前９時から午後４時までとするが、関係機関、自治体等から時間的制

約条件を付された場合は、速やかに監督員と協議するものとする。

(3) 関係機関等との事前協議は、全て完了しており、特定された条件は特段付されていな

い。

２ 用地関係

(1) 固定翼型ドローンの離発着場を予定している敷地については、管理者に使用許可申請

を行う予定である。

(2) 監督員が指定する離発着場以外の確保において、民地借上を必要とする場合の地元折

衝及び補償等は、特に指示しない限り、一切の行為は受注者の責任において処理しなけ

ればならない。

３ 公害関係

業務実施に伴う騒音・振動・電波障害等により、近隣家屋等に影響を及ぼす恐れがある

場合は、想定される範囲の家屋等について事前調査を行うものとし、調査方法は監督員と

協議するものとする。なお、調査戸数を変更する必要がある場合は別途協議する。

４ 安全対策関係

(1) 公共・公益施設（河川、鉄道、ガス、電気、電話等）等からの実施上の制約はない。

(2) 補助員は、飛行しているドローンが目視できる箇所に配置するものとするが、警察等

関係機関との協議の結果又は条件変更等が生じた場合は別途協議する。

５ 仮設備関係

本業務で設置した仮設物については、業務が完了した段階で撤去するものとする。


